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安総第×××号の× 

令和２年３月２５日 

 

××市××町××－×× 

審査請求人 

●● ●● 様 

処分庁 安来市長（税務課） 

 

裁  決  書 

  

審査請求人●●●●が平成３１年３月２６日付けで提起した処分庁安来市長

が行った債権差押処分（平成３０年１２月１７日付け安税第６０２号）及び換価

代金配当処分（平成３０年１２月１７日付け）に係る審査請求（平成３０年度第

１号審査請求事件）について、次のとおり裁決する。 

 

主  文 

 

本件審査請求を棄却する。 

 

 

第１ 事案の概要 

本件は、処分庁安来市長（以下「処分庁」という。）が、滞納市税を徴収

するため、審査請求人●●●●（以下「審査請求人」という。）に対して、平

成３０年１２月１７日付けで、審査請求人が××××に対して有する普通預

金債権の差押処分及び換価代金配当処分（以下「本件処分」という。）を行

ったところ、審査請求人が、本件処分について信義則違反がある旨を主張し、

平成３１年３月２６日付けで本件処分の取消しを求める審査請求をした事

案である。 

 

第２ 審査関係人の主張の要旨 

 １ 審査請求人の主張  

  （１）固定資産税に関する通知等で名宛人が違うときがあり、自分とは関

係がないと思っていた。 

  （２）処分庁の担当者が変わってから書類送付の際にこれまでのような連

絡がなく、本件では書類送付の確認連絡がないまま差し押さえられ
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た。前任の担当者は、書類送付の際に確認連絡があった。また、本件

処分に関して、電話連絡をしない旨の説明がなかった。 

  （３）処分庁の担当者から滞納市税の振込口座の説明は受けたが、振込期

日の説明は受けていない。 

  （４）上記の事情の下で、書類送付の確認連絡をしないまま本件処分を行

うことは信義則に反する。 

 ２ 処分庁の主張 

（１）▲▲▲▲（以下「▲▲」という。）を納税義務者とする固定資産税に関

する通知において、名宛人氏名の表記に誤記が認められたことはあるが、

本件処分に関する通知等に名宛人の誤記はない。 

（２）本件処分に先立って書類送付確認のための電話連絡はしていないが、

平成３０年６月１５日に納税誓約書の提出を受けた後、本件処分までの

間に、審査請求人に対し、分割納付書（３回）、誓約履行催告書、差押予

告書をそれぞれ送付している。 

（３）本件処分に係る滞納市税の振込期日は、平成３０年６月１５日に納税

誓約書の提出を受ける際に説明した。 

（４）本件処分は、信義則違反に当たらない。 

 

第３ 理由 

１ 前提事実（争いがないか、提出物件により認定できる事実） 

（１）平成２７年６月３０日を最後に、審査請求人は処分庁に対して未納市

税（市民税、固定資産税、国民健康保険税）の納付を行っていない（争

いなし）。 

（２）本件処分の対象となった未納市税の全てについて督促状が送付された

（弁明書 資料１）。 

（３）平成２８年７月２６日、審査請求人は、処分庁に対して電話による納

税相談を行った（物件Ｄ）。 

（４）平成３０年６月１５日、審査請求人は、処分庁税務課窓口において納

税相談を行い、未納市税額について確認し、毎月末日に２万円ずつ納付

することを約して、処分庁に対して納税誓約書を提出した（争いなし）。 

（５）平成３０年７月２日、同年８月１日及び同年９月８日、処分庁は、審

査請求人に対して分納納付書を普通郵便にて送付した（物件Ｇ、Ｈ）。 

（６）平成３０年９月２３日、処分庁は、審査請求人に対して誓約履行催告

書を普通郵便にて送付した（物件Ｉ、Ｊ）。 

（７）平成３０年１１月２８日、処分庁は、審査請求人に対して差押予告書

を普通郵便にて送付した（物件Ｋ、Ｌ）。 
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（８）平成３０年１２月１７日、処分庁は、本件処分を行った（争いなし）。 

（９）平成３０年１２月１９日、処分庁は、審査請求人に対して差押調書及

び配当計算書を特定記録郵便にて送付した（争いなし）。 

（１０）審査請求人の祖母である▲▲に対する固定資産税に関する通知（平

成３１年３月２０日付け）において、代理納付人である審査請求人の氏

名に「■■ ■■」との誤記があった（審査請求書 添付資料）。本件

処分に関する文書については、名宛人の誤記はなかった（物件Ｇ、Ｉ、

Ｋ）。 

（１１）処分庁は、請求人に対し、差押予告書を送付した旨の電話連絡を行

わないで本件処分を行った（争いなし）。また、処分庁は、差押予告書

の送付について電話連絡が不要であることについて審査請求人に説明

をしなかった（争いなし）。 

（１２）本件処分の担当者の前任者は、審査請求人に対して、次のとおり電

話連絡を行っていた（物件Ｃ）。 

   ・審査請求人本人関係の電話 

①平成１８年１２月２８日 発信のみ、会話・留守電なし 

②平成２２年 ９月１２日 発信のみ、会話・留守電なし 

③平成２７年 ９月３０日 会話あり（書類送付先の確認） 

④平成２８年 ３月１１日 留守電（支払い約束の件。折返しの依頼） 

⑤   同年 ３月１７日 留守電（勤務先確認の件。折返しの依頼） 

⑥   同年 ４月 ６日 留守電（分割納付の件。折返しの依頼） 

⑦   同年 ６月２２日 留守電（書類送付先の件。折返しの依頼） 

⑧   同年 ７月２６日 会話あり（書類受取確認。状況確認） 

⑨   同年 ８月２５日 発信のみ、会話・留守電なし 

⑩   同年 ８月３０日 留守電（納税相談の件。来庁依頼） 

⑪   同年 ９月 ４日 留守電（納税相談の件。来庁依頼） 

⑫平成２９年１０月 ２日 発信のみ、会話・留守電なし 

⑬平成３０年 ３月 ７日 発信のみ、会話・留守電なし 

・▲▲関係の電話 

①平成２６年１２月 ５日 会話あり（差押えの予告、口座振込の了 

承、延滞金の免除申出及び了承） 

②平成２７年 ５月 ２日 発信のみ、会話・留守電なし 

 ２ 本件処分の違法性又は不当性に関する判断 

  （１）本件処分の違法性 

    ア 地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「法」という。）は、

市町村民税、固定資産税又は国民健康保険税に係る滞納者が、督促を
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受け、その督促状を発した日から起算して１０日を経過した日まで

にその督促に係る市町村民税、固定資産税又は国民健康保険税に係

る地方団体の徴収金を完納しないときは、市町村又は地方団体の徴

税吏員は、当該市町村民税、固定資産税又は国民健康保険税に係る地

方団体の徴収金につき、滞納者の財産を差し押えなければならない

旨規定している（法第３３１条第１項第１号、同第３７３条第１項第

１号、同第７２８条第１項第１号）。 

      審査請求人は、平成２７年６月３０日以降、本件差押処分に係る市

民税・県民税、固定資産税、国民健康保険税（以下「本件滞納諸税」

という。）を納付していない。また、本件滞納諸税のすべてについて

審査請求人に督促状が送付されており、かつ、各送付日から起算して

いずれも１０日を経過しているのであるから、本件差押処分は上記

各規定に違反するものではない。 

    イ この点、審査請求人は、①固定資産税に関する通知等で名宛人が違

うときがあり、自分とは関係がないと思っていた、②処分庁の担当者

が変わってから書類送付の際にこれまでのような連絡がなく、書類

送付の確認連絡がないまま差し押さえられた、③担当者から本件滞

納諸税の振込先口座の説明は受けたが、振込期日の説明は受けてい

ない旨を述べて、本件差押処分は信義則に反する処分であると主張

する。 

      確かに、本件差押処分のような行政上の法律関係においても、信義

則の法理の適用により、当該処分を違法と判断することが一般的に

否定されるものではない。 

      しかしながら、租税法律主義の原則が貫かれるべき租税法律関係

においては、信義則の法理の適用については慎重でなければならず、

この法理の適用により滞納処分を違法として取り消すことができる

のは、租税法規の適用における納税者間の平等、公平という要請を犠

牲にしてもなお、当該処分を取り消して納税者の信頼を保護しなけ

れば正義に反するといえるような特別の事情が存する場合に限られ

るべきである。そして、このような特別の事情が存在するか否かの判

断にあたっては、少なくとも、税務官庁が納税者に対して信頼の対象

となる公的見解を表示したことにより、納税者がその表示を信頼し

その信頼に基づいて行動したところ、後にこの表示に反する処分が

行われ、そのために納税者が経済的不利益を受けることになったも

のであるかどうか、また、納税者が税務官庁の上記表示を信頼しその

信頼に基づいて行動したことについて納税者の責めに帰すべき事由
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がないかどうかという点の考慮は不可欠なものというべきである

（最高裁判所昭和６０年（行ツ）第１２５号同６２年１０月３０日第

三小法廷判決・判例時報１２６２号９１頁参照）。 

    ウ これを本件についてみると、第一に、①処分庁から審査請求人に宛

てられた固定資産税に関する通知書の一部に誤記（氏名の表記の誤

り）があった事実は認められるが、誤記のあった通知書は▲▲の滞納

税に関するものであり、本件滞納諸税に関するものではない。他方で、

本件差押処分に係る差押予告書、誓約履行催告書その他の通知書等

に名宛人の誤記は認められない。そうである以上、審査請求人の指摘

する誤記の事実によって、処分庁が、審査請求人に対して、本件滞納

諸税について滞納処分を行わないとの公的見解を表示したものとい

うことはできない。 

      第二に、②処分庁の前担当者が審査請求人に対して書類の受領確

認を行ったのは、平成２８年７月２６日の１回のみである上、そもそ

も督促状や差押予告書等の送付に際し、当該書面の受領の有無を滞

納者に確認するよう義務づける法律上の規定はない。そうである以

上、過去に１回、処分庁の前担当者から書類の受領確認の連絡があっ

たことをもって、処分庁がそのような連絡がない限り滞納処分を行

わないとの公的見解を表示したものということはできない。 

      第三に、③振込期日を口頭で説明したか否かは審査請求人と処分

庁との間に争いがあるものの（処分庁は口頭でも説明した旨主張す

る。）、いずれにしろ納税誓約書に支払期限日が明記されているので

あるから、審査請求人の主張を前提にしたとしても、処分庁により本

件滞納諸税について滞納処分を行わないとの公的見解が表示された

ものということはできない。 

    エ したがって、本件差押処分は信義則に反する違法な処分というこ

とはできない。 

  （３）本件処分の不当性 

    ア 本件差押処分が信義則に反する違法な処分にあたらないことは上

記のとおりであるが、他方で、審査請求人は本件差押処分が信義則に

反する旨を述べるにとどまり、当該処分の違法性のみを争う趣旨で

あるか否かが明確ではない。そこで、以下ではなお、本件差押処分が

不当な処分にあたるか否かという点についても検討を加える。 

    イ 差押処分について、それが事実の基礎を欠くか又は社会通念上著

しく妥当性を欠き、差押財産の選択又は差押の時期に関する徴収職

員の裁量権の範囲を逸脱し又は濫用してされたと認められる場合に
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は、当該差押処分は違法な処分と判断すべきであり、また、違法であ

るとまではいえない場合であっても、徴収職員の裁量権の範囲内に

おける当該差押処分に関する判断が、法制度の趣旨や目的に照らし

て不合理なものと認められる場合には、当該差押処分は不当な処分

と判断されることがあるものと解するのが相当である。 

      ここで、地方団体における滞納処分とは、地方団体の徴収金が納期

限までに完納されないときに、その債権の履行を強制的に実現する

ための一連の手続であり、納税者の財産をもって地方団体の徴収金

に充てることを目的とするものである。地方団体の徴収金は金銭債

権であるから、上記目的を達成するためには、納税者の財産を換価し、

その換価代金を地方団体の徴収金に充てることが必要となる。この

換価の前提として、納税者の財産を保全するため、納税者の特定の財

産について処分を禁止するのが差押処分であり、当該処分は納税者

の意思に関わりなく強制的に行われるものである。 

      既に述べたとおり、督促を受けた滞納者が、督促に係る地方団体の

徴収金をその督促状を発した日から起算して１０日を経過した日ま

でに完納しないときは、徴収職員は滞納者の徴収金につき滞納者の

財産を差し押さえなければならない。その一方で、地方団体の徴収金

は、滞納となった場合でも自主的に納付されるのが望ましい。また、

差押えの前提として差押可能な財産の有無等についての調査が必要

である上、大量かつ反復的に発生する滞納事案のすべてについて、督

促を発した日から起算して１０日を経過した日後、直ちに差押えを

行うことは実際上も困難である。 

      そうすると、国税徴収法（昭和３４年法律第１４７号。法第３３１

条第６項により、地方団体の徴収金の滞納処分は国税徴収法に規定

する滞納処分の例によるものとされている。）は、個々の滞納事案に

おける自主納付の見込みや保全措置の必要性等についての認定及び

判断を徴収職員の合理的な裁量に委ねた上で、滞納となった地方団

体の徴収金に係る債権を確実に徴収するために、徴収職員に対し、差

押えの必要があるときは早期に滞納者の財産を保全することを求め

たものと解される。したがって、差押処分の時期についても徴収職員

の裁量に委ねられているものと解され、差押処分の直後に、滞納して

いた地方団体の徴収金が完納されることが確実であったなどの特段

の事情がない限り、当該差押処分を不当ということはできないと解

するのが相当である。 

    ウ これを本件についてみると、本件滞納諸税は、平成２４年から平成
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３０年までの７年間にわたって滞納されたものであり、その額は７

７期分合計８２万２５００円（督促料を含む。）に及んでいる。 

      また、処分庁はこれまで審査請求人に対して合計１３回架電して

いる上、平成２８年以降に限っても、滞納諸税の任意の納付を促す内

容の電話連絡を少なくとも５回試みているにもかかわらず、審査請

求人と処分庁の担当者とが直接会話できた回数はわずか２回にすぎ

ず、上記担当者からの度重なる折り返し連絡の依頼に審査請求人が

誠実に応えていないことが窺われる。 

      さらに、審査請求人は、平成３０年６月１５日に納税誓約書を提出

している一方で、上記誓約書にしたがった任意の納付を一切行わず、

処分庁が同年９月２３日に誓約履行催告書を、同年１１月２８日に

差押予告書をそれぞれ送付した後も、本件滞納諸税を納付すること

はなく、処分庁に対する何らの連絡も行っていない。 

      以上の事情を踏まえると、本件においては、任意の納付を求める方

法により本件滞納諸税が速やかに完納される可能性は著しく低かっ

たものといわざるを得ず、審査請求人の財産を早期に保全する必要

性があったと認められる。そうである以上、本件差押処分に係る処分

庁の裁量権に基づく判断が差押処分の趣旨及び目的に反して不合理

であったということはできない。 

    エ なお、審査請求人は、固定資産税に関する通知等で名宛人が違うと

きがあり、自分とは関係がないと思っていたと主張するが、誤記のあ

った通知書は本件滞納諸税に関するものではなく、本件差押処分に

係る通知書等に名宛人の誤記は認められないのであるから、上記の

主張は本件差押処分を不当とする理由にはならない。 

      また、審査請求人は、処分庁の担当者が変わってから書類送付の際

にこれまでのような連絡がなく、書類送付の確認連絡がないまま差

し押さえられたと主張するが、処分庁の前担当者が審査請求人に対

して書類の受領確認を行ったのは平成２８年７月２６日の１回のみ

である上、審査請求人は納付誓約書を提出した後も任意の納付を一

切行っていないのであるから、財産保全という差押処分の趣旨及び

目的に照らしても、上記の主張は本件差押処分を不当とする理由に

はならない。 

      さらに、審査請求人は、担当者から本件滞納諸税の振込期日の説明

は受けていないと主張するが、納税誓約書には支払期限日が明記さ

れているため、本件差押処分を不当とする理由にはならない。 

  （４）小括 
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     したがって、本件差押処分は適法かつ妥当であるから、審査請求人の

主張には理由がない。 

３ 結論 

以上に検討したとおり、本件審査請求には理由がないから、行政不服審査法

第４５条第２項の規定により、主文のとおり裁決する。 

 

 

審査庁（総務課）           

  

安来市長 近 藤 宏 樹       

 

 

教  示 

 

１ この裁決については、この裁決があったことを知った日の翌日から起算し

て６月以内に、安来市を被告として（訴訟において安来市を代表する者は安来

市長となります。）、裁決の取消しの訴えを提起することができます。 

なお、この裁決の取消しの訴えにおいては、不服申立ての対象とした処分が

違法であることを理由として、裁決の取消しを求めることはできません。 

処分の違法を理由とする場合は、この裁決があったことを知った日の翌日か

ら起算して６月以内に、安来市を被告として（訴訟において安来市を代表する

者は安来市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。 

２ 上記の期間が経過する前に、この裁決があった日の翌日から起算して１年

を経過した場合は、裁決の取消しの訴えや処分の取消しの訴えを提起するこ

とはできなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの裁

決があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても裁決の取消し

の訴えや処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 


